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２０３０赤穂市総合戦略の策定について 
 

１ これまでの赤穂市総合戦略の取組 

⑴ 総合戦略策定の背景 

急速に進む少⼦⾼齢化に対応し、⼈⼝の減少に⻭⽌めをかけるとともに、それぞれの地域で
住みよい環境を確保し、将来にわたって活力ある社会を維持していくため、国では平成 26 年
に、⼈⼝の現状と将来の展望を提⽰する「まち・ひと・しごと創⽣⻑期ビジョン」及び今後５
か年の政府の方向を提⽰する「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」が閣議決定され、市におい
ては、それらを勘案した「⼈⼝ビジョン」及び「総合戦略」の策定に努めることとされました。 

 

⑵ （第１期）赤穂市総合戦略［平成２７（２０１５）年〜令和２（２０２０）年］ 

赤穂市においては、総⼈⼝が平成１２（２０００）年前後をピークに減少傾向に転じている
こと、また、令和４２（２０６０）年には現役世代１.３⼈で⾼齢者一⼈を支える時代が到来す
ることが見込まれたことから、⼈⼝減少克服等、求められる施策を明確にするため、基本目標、
講ずべき施策に関する基本的方向、具体的な施策と重要業績評価指標・ＫＰＩ（目標指標・数
値）を定めた「赤穂市総合戦略」を策定しました。 

 【（第１期）赤穂市総合戦略の基本目標及び基本的方向】 

  基本目標 基本的方向 

１．赤穂市における安定した雇用を創出する １．雇用対策 
２．地域産業の競争力強化（業種横断的取組） 
３．地域産業の競争力強化（分野別取組） 

２．赤穂市への新しいひとの流れをつくる １．地方移住の推進と情報発信の強化 
２．地方拠点強化 
３．地域資源を活用した交流の促進 

３．若い世代の結婚・出産・⼦育ての希望をかなえる １．結婚・出産・⼦育ての支援 
２．若い世代（女性）の仕事と⽣活の調和 

４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る 
ために、地域と地域を連携する 

１．地域連携によるまちづくりの推進 
２．地域連携による経済・⽣活圏域の形成 
３．防災・減災対策の推進 
４．既存ストックのマネジメント強化 
５．地域ブランド力の推進 

 

⑶ （第２期）２０２５赤穂市総合戦略［令和３（２０２１）年〜令和７（２０２５）年］ 

現行の第２期となる赤穂市総合戦略は、「２０３０赤穂市総合計画」の将来像「自然と歴史に
育まれ 笑顔と希望あふれる 活力のあるまち」の実現を図るため、⼈⼝減少抑制策として、
自然動態（出⽣・死亡）、社会動態（転入・転出））の改善をそれぞれ柱とするとともに、活力あ
る地域の創出策として、来訪者や地域と多様に関わる、交流・関係⼈⼝の創出を加えた３つの
柱による戦略体系を基本目標に取組を推進しています。 
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 【（第２期）２０２５赤穂市総合戦略の基本目標及び基本的方向】 

  基本目標 基本的方向 

１．自然動態（出⽣・死亡）の改善 １．⼦ども・⼦育て支援を充実する 
２．⽣涯を通じた健康づくりを推進する 

２．社会動態（転入・転出）の改善 １．赤穂の魅力を発信する 
２．定住基盤を充実する 
３．郷土愛を醸成する 

３．交流・関係⼈⼝（来訪者や地域と多様に関わる⼈）
の創出 

１．地域資源を活用した魅力を創出する 
２．地域特性を活かした広域的な連携を推進する 

 

２ 将来展望人口（人口ビジョン）の見直し 

⑴ ２０２５赤穂市人口ビジョンの検証 

ア 現行の将来展望⼈⼝ 

２０２１年度（令和３年度）に策定した「赤穂市⼈⼝ビジョン」では、⼈⼝減少策を講じる
ことにより、２０６０年（令和４２年）において３０,０００⼈程度の⼈⼝規模を維持するこ
ととしています。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 現状実績（推移）と現行計画の比較（５か年計） 

「２０２５赤穂市総合戦略」の期間（２０２０年−２０２５年）で、以下のように⼈⼝は
推移しています。 

 
 
 
 
 

 目標値（人） 現状値（人） 目標値との差（人／％） 

人口 43,877 43,218 －659／－1.5 

自然増減 －1,851 －2,227 －376／20.3 

社会増減 －81 －907 －826／1,019.8 
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・総⼈⼝  ５年間で３,０３６⼈減少し、計画値より１.５％の減少 
・自然増減 出⽣数の減等に伴い減少数が拡大傾向にあり、計画値よりも２０.３％の減少 
・社会増減 ２０２１年（令和３年）から減少数は縮小傾向にあるが、計画値より１,０１

９.８％の減少 
 

⑵ ２０２５赤穂市人口ビジョンの見直し 

以上のような⼈⼝動態の推移や、２０２３年（令和５年）に⽰された新たな社⼈研推計値、
国における「地方創⽣２.０」、⼈⼝戦略会議「⼈⼝ビジョン２１００」を踏まえ、将来展望⼈
⼝を次の想定の下、新たに設定することとします。 

 
・合計特殊出⽣率については、最終目標に向け段階的な目標設定を行い、⻑期的には２０６

０年（令和４２年）に⼈⼝置換水準の２.０７とし、２０４０年（令和２２年）に１.６、 
２０５０年（令和３２年）に１.８を目指す 

・２０３５年（令和１７年）までに転出入（社会増減）が均衡となるように設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来展望人口の設定 （単位：人） 

 

 

 

 

20６0 年（令和４2 年）の将来展望人口：２８,000 人程度 
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３ （第３期）２０３０赤穂市総合戦略の策定 

⑴ 策定趣旨 

「２０３０赤穂市総合戦略」は、新たな⼈⼝ビジョンに掲げる将来展望⼈⼝の実現に向け、
基本戦略及びそれに基づく施策や取組を明らかにする計画です。 

  ２０３０総合戦略の策定に当たっては、国の「地方創⽣２.０」*1)はもとより、デジタルの力
で地方の個性を活かしながら社会課題の解決と魅力の向上を図る「デジタル田園都市国家構想」
*2)を踏まえ、デジタル技術の活用や DX（デジタル・トランスフォーメーション）の取組の強
化などにより、⼈⼝が減少する中でも、将来にわたって活力ある社会を維持し、地方創⽣の取
組を加速化する必要があります。 

  また、本総合戦略は、最上位計画である「２０３０赤穂市総合計画」と整合を図り、その施
策の方針や展開とも考え方を共有しながら一体的に施策を推進することとします。 

 
*1) 地方創⽣２.０基本構想 

    当面は⼈⼝・⽣産年齢⼈⼝が減少するという事態を受け⽌めた上で、若者や女性が安心
して働き、暮らせる地域づくりや、多様な食や農林水産物、文化芸術等の地域のポテンシ
ャルを最大限に活かす取組、ＡＩ・デジタル等の新技術の活用、多様な主体の広域的な連
携等を推進し、⼈⼝規模が縮小しても経済成⻑し、社会を機能させる適応策を講じる。 

 
  *2) デジタル田園都市国家構想総合戦略 
    ＩＴの進化や働き方改革のほか、コロナ禍を経てテレワークや地方移住への関心が⾼ま

るなど社会情勢の変化が加速化する中、直面する地域課題の解決のため、デジタル技術等
を活用した地方創⽣の推進・深化が求められている。これまで進めてきた地域の課題解決
や地域の魅力向上に向けた取組を、デジタルの力によりさらに発展させ充実を図る。 

 

⑵ 計画期間 

令和８（２０２６）年度（令和８年度）〜令和１２（２０３０）年度 
 

⑶ ２０３０総合戦略の視点 

ア 地域産業の競争力を強化し、地域の稼ぐ力を⾼めるとともに、地域を支える産業の振興 
や起業を促進します。また、多様な仕事の選択肢を増やすとともに、事業者と⼈材とをつ
なぐ取組など、⼈材の集積により雇用の創出と質の向上を図り、地域経済の持続的な発展
を目指します。 
 

イ 赤穂市の魅力を発信することにより、市外からの⼈の流れを創出し、継続して多様な形
で関わる「関係⼈⼝」の創出・拡大を図るとともに、就業機会の拡大や定住意識の醸成、
移住施策の充実により、社会動態（転入・転出）の改善を図ります。 

また、公共交通などの充実・確保により、誰もが安心して暮らし続けることができる持
続可能なまちを目指します。 
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ウ 出会いや結婚、安心して妊娠・出産・⼦育てができるよう、切れ目のない支援体制の充
実を図るとともに、経済的な安定や仕事と家庭の調和など⼦育て環境の一層の充実と、⼦
育て世代の就労・結婚・⼦育ての希望の実現を目指します。また、防災や防犯対策等の充
実を図り、市⺠の⽣命と暮らしを守る安全・安心な地域づくりを推進します。 

 
エ 行政と地域、学校と地域、自治体間の連携等により、郷土愛の醸成や地域の課題解決と

活性化を図り、地域の個性を⽣かした魅力あふれるまちづくりを進めるとともに、地域住
⺠が互いに支えあい、⽣涯にわたって健康で⽣き⽣きと暮らせる共⽣社会を目指します。
また、DX（デジタル・トランスフォーメーション）への取組により、市⺠の利便性の向上と
行政の業務改善（BPR）を図ります。 

 

⑷ 基本戦略及び基本施策 

ア 基本戦略 
上記「２０３０総合戦略の視点」により、次の４つの基本戦略を取組の柱とします。 
なお、「地方創⽣２.０」、「デジタル田園都市国家構想総合戦略」については、横断的な視

点として、それぞれの柱の中で重点的に取り組んでいくこととします。 

基本戦略① 地域資源を活かし、価値を生み出すまちをつくる 

基本戦略② 人が行き交い、暮らしたくなるまちをつくる 

基本戦略③ こどもを産み育てやすいまちをつくる 

基本戦略④ 一人ひとりの魅力が輝くまちをつくる 

 

イ 基本戦略を柱とする基本施策 

   基本戦略 基本施策 

① 地域資源を活かし、価値を⽣み出すまちをつくる １．産業の振興 
２．多様な就業機会の創出 

② ⼈が行き交い、暮らしたくなるまちをつくる １．観光・関係⼈⼝の創出 
２．転入・定住のしくみと魅力創出 
３．アクセシビリティの維持・向上 

③ こどもを産み育てやすいまちをつくる １．こどもを⽣み育てやすい環境づくり 
２．いのちを守る安全な環境づくり 

④ 一⼈ひとりの魅力が輝くまちをつくる １．地域力の向上 
２．多様な連携 
３．健康に暮らせる環境づくり 
４．DX 推進基盤の整備 
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４ ２０３０赤穂市総合戦略（案） 

⑴ 戦略体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

plus デジタル活用

　・ＤＸ推進

１.産業の振興
・
・
・

・
・
・

・
・
・

２.多様な就業機会の創出
・
・
・

・
・
・

・
・
・

１.こどもを産み育てやすい環境づくり
・
・
・

・
・
・

・
・
・

２.いのちを守る安全な環境づくり
・
・
・

・
・
・

・
・
・

１.地域力の向上
・
・
・

・
・
・

・
・
・

２.多様な連携
・
・
・

・
・
・

・
・
・

３.健康に暮らせる環境づくり
・
・
・

・
・
・

・
・
・

４.DX推進基盤の整備
・
・
・

・
・
・

・
・
・

  ＊KGI：「重要目標達成指標」などと呼ばれ、最終目標（ゴール）を定量的に定めたもの 

＊KPI：「重要業績評価指標」を意味し、KGIを達成するための中間目標として適切なプロセスが実行    
              されているかどうかを定量的に評価する指標  

基本戦略 ＫＧＩ 基本施策 具体的な施策 ＫＰＩ

④一⼈ひとりの魅力が輝く
 まちをつくる

・一⼈あたり市⺠所得
・法⼈市⺠税（均等割）課税
 法⼈数および従業員数

②⼈が行き交い、暮らした
 くなるまちをつくる

・出⽣数
・年少⼈⼝

・健康寿命
・赤穂市に愛着を持っている
 ⼈の割合

・
・
・・
・
・

・観光入込客数
・転入者数
・転出者数

①地域資源を活かし価値を
 ⽣み出すまちをつくる

③こどもを産み育てやすい
 まちをつくる

１.観光・関係⼈⼝の創出

２.移住・定住のしくみと魅力創出

・
・
・・
・
・

・
・
・・
・
・

別添資料『基本施策ごとの施策・ＤＸ施策・ＫＰＩ』参照

３.アクセシビリティの維持・向上
・
・
・

・
・
・

・
・
・
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⑵ ＫＧＩの設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 具体的な施策、plusデジタル活用・ＤＸ推進、ＫＰＩ 

別添資料『基本施策ごとの施策・ＤＸ施策・ＫＰＩ』のとおり 

一⼈あたり市⺠所得 ３,０８４千円 ３,７００千円 令和６年度市町村税課税状況等の調べにおける総所得金額等を納税義務
者数で除した数値。基準値をベースに２０％の増を目指す。

法⼈市⺠税（均等割）
課税法⼈数および従業員数

１,０３７法⼈
１１,１７２⼈

１,１００法⼈
１１,５００⼈

令和６年度市町村税課税状況等の調べにおける法⼈市⺠税均等割が
課税されている法⼈数と、その従業員数。法⼈数は毎年１０法⼈の
増、従業員数はコロナ禍前の水準を目指す。

観光入込客数 １０８.２万⼈
（２０２３年度） １５０万⼈ 赤穂市に観光等で訪れた者の総数。基準値をベースに毎年、対前年

度比５％の増を目指す。

社会増減（転入−転出）数 △１９２⼈
（２０２４年）

△３０⼈
（２０３０年）

転入者数
転出者数

１,１８３⼈
１,３７５⼈

１,３００⼈
１,３３０⼈

出⽣数 １９１⼈
（２０２４年）

２１０⼈
（２０３０年）

「兵庫県の⼈⼝の動き」における令和６年中の「出⽣数」。合計特殊出
⽣率について、令和２２（２０４０年）に１.６を目指す。

年少⼈⼝ ４,４９１⼈
（２０２４年）

３,４６０⼈
（２０３０年）

「赤穂市年齢別⼈⼝統計表」における０〜１４歳の⼈⼝。将来展望
⼈⼝（⼈⼝ビジョン）の趨勢予測⼈⼝により設定。

健康寿命 男性：８０.２９歳
女性：８４.９９歳

平均寿命を増加分を
上回る増加

健康上の問題で日常⽣活が制限されることなく⽣活できる期間。国
の「健康日本２１」における指標・目標値に準じて設定。

赤穂市に愛着を持っている
⼈の割合 ※（７３.３％） ９０.０％ ２０３０年度の数値は、年齢要件を設けずアンケート実施予定。最

終的には１００％を目標に、段階的に９０％を目指す。
※２０３０赤穂市総合計画の見直しに係る中⾼⽣アンケートにおける「まちの愛着度」の設問について、「大好き」または「どちらかといえば好き」と答えた割合

ＫＧＩの根拠説明基本戦略 ＫＧＩ
基準値

（２０２４年度）
目標値

（２０３０年度）

①地域資源を活かし価値を
 ⽣み出すまちをつくる

②⼈が行き交い、暮らしたく
 なるまちをつくる 「兵庫県の⼈⼝の動き」における令和６年中の「転入者数」および

「転出者数」。令和１７（２０３５）年までに、転出入の均衡を目
指す。

③こどもを産み育てやすい
 まちをつくる

④一⼈ひとりの魅力が輝く
 まちをつくる
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５ 今後のスケージュール 

⑴ 総合戦略推進委員会 

令和７年度中に３回開催予定 
   

主な審議内容（予定） 
   〇第１回推進委員会（７月３１日） 
     総合戦略素案の審議 
      １ これまでの赤穂市総合戦略の取組 
      ２ 将来展望⼈⼝（⼈⼝ビジョン）の見直し 
      ３ （第３期）２０３０赤穂市総合戦略の策定 
      ４ ２０３０赤穂市総合戦略（案） 
   

 〇第２回推進委員会（９月） 
     ・第１回推進委員会での修正を踏まえた総合戦略素案の審議 
     ・パブリックコメント案決定 
   

 〇第３回推進委員会（１０月） 
     ・パブリックコメント結果報告、総合戦略案決定 
     ・２０２５総合戦略効果検証 
 

⑵ パブリックコメント 

第２回推進委員会においてパブリックコメント案決定後、９月〜１０月の間で実施予定 
 

 


